
令和４年度第３回川崎市地域包括支援センター運営協議会 次第

日時 令和５年２月１３日（ 月）  １３時～１５時    

会場 ソリッドスクエア西館１階 会議室２ 

※      （ ） ＷＥＢ併用

議事

（ １） 介護保険制度の改正動向について（ 資料１）

（ ２） 地域包括支援センター事業評価（ 国指標） の結果について【 速報】（ 資料２）

（ ３） 次期計画に向けた今後の検討事項について（ 資料３）

  ① 地域包括支援センターの体制整備
  ② 要支援高齢者等の介護予防・ 重度化防止モデル事業
  ③ ケアマネジメント機能強化
  ④ 地域ケア会議の効果的な活用
（ ４） 指定管理施設の民間譲渡等に伴う地域包括支援センターの運営について（ 資料４）

（ ５） その他

資料１・・・介護保険制度の改正動向について 

資料２・・・地域包括支援センター事業評価（国指標）の結果について【速報】 

資料３・・・次期計画に向けた今後の検討事項について 

資料４・・・川崎市特別養護老人ホームの移管先予定者（譲渡民営化）の選定結果について 

参考資料１・・・川崎市地域包括支援センター運営協議会について 

参考資料２・・・川崎市介護保険条例 

参考資料３・・・地域包括支援センター運営協議会規則 

参考資料４・・・令和４年度市地域ケア推進会議課題整理シート（地域包括支援センター事業計画等に基づ

き整理した地域課題） 令和５年１月１３日版 

参考資料５・・・令和４年度地域ケア会議報告書（概要版） 

参考資料６・・・令和２年度第１回地域包括支援センター運営協議会資料（介護予防・重度化防止関係）



川崎市地域包括支援センター運営協議会

氏　　　名 所　属　団　体　等

1 　朝　倉　敏　文　  委 員 　市民公募

2 　新　井　理　之　  委 員 　川崎市医師会　副会長

3 　宇　井　  　敬　　委 員 　川崎市薬剤師会

4 　竹　内　孝　仁　  委 員 　日本自立支援介護・ パワーリハ学会　顧問

5 　寺　澤　孝　興　  委 員 　川崎市歯科医師会　副会長

6 　出　口　智　子　  委 員 　川崎市介護支援専門員連絡会　会長

7 　成　田　哲　夫　  委 員 　川崎市老人福祉施設事業協会　会長

8 　原　田　美根子　委 員 　川崎市看護協会　常務理事

9   星  川　美代子　 委 員 川崎市民生委員児童委員協議会　常任理事

10 　三津間　　　通　  委 員 　川崎市栄養士会　副会長

（ 五十音順）



介護保険制度の改正動向について
資料１
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介護保険制度の改正動向について
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地域包括支援センター関係

≪ 参考≫ 令和４年度川崎市地域ケア会議報告書（抜粋）
川崎市の将来人口推計では、2050年まで高齢者人口が、2055年まで後期高齢者人口が増加する見込みであることか
ら、今後の高齢者人口の増加を見据え、より長期的な視点でセンターの体制整備に取り組む必要がある。

令和４年１２月２０日社会保障審議会介護保険部会 介護保険制度の見直しに関する意見
【抜粋】

• 介護予防支援について、地域包括支援センターの一定の関与を担保した上で、居宅介護支援事業所に介護予防支
援の指定を拡大することが適当である。

• 総合相談支援業務について、センターの専門性を活かした効果的な実施等の観点から、居宅介護支援事業所など
の地域の拠点のブランチやサブセンターとしての活用を推進することが適当である。総合相談支援業務はセンター
が行う根幹の業務であることを踏まえ、質の担保に留意しつつ、センターの業務との一体性を確保した上で市町村か
らの部分委託等を可能とすることが適当である。

• センターの人員配置については、３職種の配置は原則としつつ、センターによる支援の質が担保されるよう留意した
上で、複数拠点で合算して３職種を配置することや、「主任介護支援専門員その他これに準ずる者」の「準ずる者」の
適切な範囲の設定など、柔軟な職員配置を進めることが適当である。
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①地域包括支援センター事業評価結果　 川崎市の状況

Ｒ4川崎市
R4年度調査

全国（ 市町
Ｒ3川崎市

R3年度調査

全国（ 市町

1 1  組織運営体制等 94.7% 84.7% 89.5% 79.4%

2 2-(1) 総合相談支援 83.3% 85.9% 83.3% 84.8%

3 2-(2) 権利擁護 75.0% 88.4% 75.0% 87.4%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 83.3% 70.0% 83.3% 69.2%

5 2-(4) 地域ケア会議 92.3% 68.5% 69.2% 68.0%

6 2-(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 83.3% 70.2% 83.3% 68.4%

7 3 事業間連携（ 社会保障充実分事業） 100.0% 85.7% 100.0% 85.6%
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②地域包括支援センター事業評価結果　 地域包括支援センターの状況

R4川崎市全包括

平均割合

R4年度調査全国

（ センター）

R3川崎市全包括

平均割合

R3年度調査全国

（ センター）

1 1   組織運営体制等 95.1% 89.6% 91.6% 85.6%

2 2-(1) 総合相談支援 92.5% 91.5% 94.6% 91.8%

3 2-(2) 権利擁護 88.6% 91.0% 91.8% 90.3%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 69.4% 82.0% 66.0% 79.4%

5 2-(4) 地域ケア会議 77.6% 84.0% 63.7% 81.5%

6 2-(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 81.6% 83.2% 86.9% 81.4%

7 3 事業間連携（ 社会保障充実分事業） 69.0% 86.9% 69.4% 84.8%
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次期計画に向けた今後の検討事項について

１ 地域包括支援センターの体制整備

２ 要支援高齢者等の介護予防・重度化防止モデル事業

３ ケアマネジメントの機能強化

４ 地域ケア会議の効果的な活用

資料３
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（２）国の制度動向（令和４年１２月２０日社会保障審議会介護保険部会 介護保険制度の見直しに関する意見）

• 介護予防支援について、地域包括支援センターの一定の関与を担保した上で、居宅介護支援事業所に介護予防支
援の指定を拡大することが適当である。

• 総合相談支援業務について、センターの専門性を活かした効果的な実施等の観点から、居宅介護支援事業所など
の地域の拠点のブランチやサブセンターとしての活用を推進することが適当である。総合相談支援業務はセンター
が行う根幹の業務であることを踏まえ、質の担保に留意しつつ、センターの業務との一体性を確保した上で市町村か
らの部分委託等を可能とすることが適当である。

• センターの人員配置については、３職種の配置は原則としつつ、センターによる支援の質が担保されるよう留意した
上で、複数拠点で合算して３職種を配置することや、「主任介護支援専門員その他これに準ずる者」の「準ずる者」の
適切な範囲の設定など、柔軟な職員配置を進めることが適当である。

１ 地域包括支援センターの体制整備

（１）令和４年度地域ケア会議報告書（抜粋）

川崎市の将来人口推計では、2050年まで高齢者人口が、2055年まで後期高齢者人口が増加する見込みであることか
ら、今後の高齢者人口の増加を見据え、より長期的な視点でセンターの体制整備に取り組む必要がある。

（３）川崎市におけるセンターの体制整備の現況

保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の３職種、地域支援強化要員、非常勤職員の５名を基本として、担当エリ
アの高齢者人口が５５００名、７５００名を超えた場合にそれぞれ３職種を１名増員。

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4
３職種定員 186人 188人 190人 192人 193人
実配置人数 170人 171人 173人 183人 182人
充足率 91.4％ 91.0％ 91.1％ 95.3％ 94.3％

欠員

保健師 １人

社会福祉士 ３人

主任ＣＭ １人

増員分 ６人

≪ ≫川崎市の３職種の充足状況の推移（各年度末、令和４年度は７月１日時点） ≪ ≫３職種欠員の内訳
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１ 地域包括支援センターの体制整備

（５）次期計画に向けた今後の検討事項

• 引き続き、地域包括支援センターの職員の充足率向上を進めるための対応策。

• 国の制度改正により３職種の配置要件の緩和や総合相談支援業務の部分委託が可能とされた場合の、本市におけ
る対応策。

• 居宅介護支援事業所に介護予防支援の指定が拡大された場合に、現状においても報酬設定等の課題があり、担い
手となる居宅介護支援事業所が少ない状態であることや、一部地域で居宅介護支援の需給ギャップが発生している
ことを踏まえた、本市としての対応策。

（４）高齢者人口の推移と３職種必要数の粗い推計（高齢者人口１５００人に１名配置した場合）

高齢者人口 ３職種必要数 １センター人数

令和４年（2022年） 307,504人 193人 3.94人
令和７年（2025年） 325,218人 217人 4.43人
令和２２年（2040年） 437,973人 292人 5.96人

※（ ）令和４年（2022年）は実績値

※（ ）１センター人数は４９センター換算

※（ ）地域支援強化要員・非常勤職員枠で配置されている保健師等・主任介護支援専門員・社会福祉士は含まない
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２ 要支援高齢者等の介護予防・重度化防止モデル事業

（２）経過

令和２年１１月 令和２年度第１回包括運協にて、介護予防・重度化防止の取組強化の方向性について審議

令和３年４月～ 第８期かわさきいきいき長寿プランにおいて、自立支援・重度化防止を重点目標に設定

令和３年１１月 令和３年度第１回包括運協にて、要支援者を主な対象とした取組の実施について審議

令和４年４月～ 介護予防・生活支援のあり方検討会議において、対象者像等に応じた対応手法の考え方を整理

（１）令和４年度地域ケア会議報告書（抜粋）

• 第８期計画中に取組の方向性を整理し、要支援者等への状態像を踏まえた効果的・効率的な支援体制構築に向け
た具体策を講じる必要があると考える。

• 地域包括支援センターにおいては、介護予防ケアマネジメントに係る事務負担が懸案事項となっていることから、今
後の要支援者の増加等を踏まえた実効性のある対策となるよう、充分に留意する必要がある。

（３）要支援高齢者等の介護予防・重度化防止モデル事業

令和５年１月から下記の取組をモデル実施。（令和４年度は、幸区・麻生区で計１０件程度を想定）

≪ モデル事業実施内容≫
• 要支援者の状態像に合わせたサービスの新設（かわさき健幸UP!!プログラム、あんしん暮らしサポート）

• 介護予防ケアマネジメントの効果的な実施に向けた環境整備（介護予防ケアマネジメントの事務負担軽減を含む）

• 啓発手法の見直し、介護保険制度関係の広報物の改定
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２ 要支援高齢者等の介護予防・重度化防止モデル事業

①【新サービス】かわさき健幸ＵＰ!!プログラム

リハビリ専門職による週１回程度、３ ６か月間の集中的な支援。

利用者の動機づけや生活習慣の改善により日常生活の活動量を増やし、「もとの暮らし」に戻るための支援を提供。

モデル事業においては、令和３年度に設置した地域リハビリテーション支援拠点に併設する形で実施する。

②【新サービス】あんしん暮らしサポート

（看護）小規模多機能型居宅介護事業所による、

対象者の「できること」を重視した閉じこもり予防等に資する生活支援の提供。

令和元年度から開始している「小地域における生活支援体制整備事業」に上乗せする形で実施する。

生活相談
ライフサポートプランの作成

週１回程度の
訪問・声掛け
（見守り、関係構築）

参加・活動
の支援

（つなぎの支援）

一時的な生活課題
への対応

閉じこもり要望等に資する生活支援の実施内容（例）
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２ 要支援高齢者等の介護予防・重度化防止モデル事業

【あんしん暮らしサポート】
地域とのつながりを維持し、閉じこもりを防ぐ多様な主体による支援

【かわさき健幸UP!!プログラム】
多職種による改善可能性の評価
初期の集中的な支援

閉じこもり予防に資する生活
支援による改善・維持

要支援等の状態像に合った新サービスの創設により、
軽度認定者の介護予防・自立支援を促進

新サービスの役割イメージと目指す姿
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２ 要支援高齢者等の介護予防・重度化防止モデル事業

（４）次期計画に向けた今後の検討事項

• 次期計画以降の実施規模

• 新たなサービスの担い手確保策

• 要支援高齢者等の地域参加を支えるための、多様な地域資源とのコーディネート機能と資源の確保策
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３ ケアマネジメント機能強化

（２）国の制度動向（令和４年１２月２０日社会保障審議会介護保険部会 介護保険制度の見直しに関する意見）

• ケアマネジメントに求められる役割、ＩＣＴやデータの利活用に係る環境変化、意思決定支援等の重要性の増加等を
踏まえ、ケアマネジメントの質の向上及び人材確保の観点から、第９期介護保険事業計画期間を通じて、包括的な
方策を検討する必要がる。

• その際には、法定研修のカリキュラムの見直しを見据えた適切なケアマネジメント手法の更なる普及・定着を図るとと
もに、オンライン化の推進や受講費用の負担軽減を含め、研修を受講しやすい環境を整備していくことが重要であ
る。

• さらに、法定外研修やＯＪＴ等によるケアマネジャーの専門性の向上を図ることが重要（中略）

• また、介護サービス全体として、科学的介護が推進されているところ、ケアマネジメントについてもケアプラン情報の
利活用を通じて質の向上を図っていくことが重要である。

（１）令和４年度地域ケア会議報告書（抜粋）

国において、自立支援・重度化防止の推進、科学的介護等、ケアマネジメントとの関連する様々な見直しが進められる
中で、保険者レベルにおいても、自立支援に資するケアマネジメント機能の充実に向けた取組が必要ではないか。

（３）川崎市におけるケアマネジメント機能強化の現況（令和４年度）

• 令和４年度から、「ケアマネジメント機能強化事業」を新設。ケアマネジャー向け相談窓口「かわさきケアマネ知恵袋」
の設置や、研修企画等を実施。

• 川崎市介護支援専門員連絡会の主導により、「適切なケアマネジメント手法実践者研修」を開催。

• 令和５年２月から、行政と川崎市介護支援専門員連絡会の協議機能を強化。（コアメンバー打ち合わせの設置）

• 麻生区相談支援・ケアマネジメント推進委員会から、川崎北部エリアでケアマネジャーの不足が発生しており、地域
包括支援センターの業務に影響が出ている旨の報告を受けている。（令和４年１２月時点）
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３ ケアマネジメント機能強化

（４）次期計画に向けた今後の検討事項

• 科学的介護の推進、適切なケアマネジメント手法等の動向を踏まえた本市におけるケアマネジメント機能強化の方
向性

• 法定研修カリキュラム改定への対応と実施体制の確保

• ケアマネジメントの担い手確保

-9-



４ 地域ケア会議の効果的な活用

• 「地域ケア会議」とは、介護保険法に定められている会議であり、地域包括ケアの推進に向けた次の１～５
の機能を持っている。

• 主催者は保険者（自治体）又は地域包括支援センターとされており、下記の機能を発揮するために、数種類
の会議を組み合わせた会議体系を、保険者がその地域性に応じて構築することとされている。

地
域
の
課
題
に
気
づ
く

個
別
の
支
援
に
還
元

実
務
者

代
表
者

個別ケースの

支援内容の検討

社会基盤の整備
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４ 地域ケア会議の効果的な活用

会議の種類 主催 頻度 主な機能

個別ケア会議 地域包括支援セン
ター、区役所

随時 個別課題解決、個別ケアマネジメント支援、地
域課題（環境因子）の把握 等

地域ケア圏域会議 地域包括支援セン
ター

年3～4回 地域包括支援（相談支援）ネットワークの構築
地域包括支援センターの取組方針・実績等の
説明・共有 等

区地域ケア推進会議 区役所 年2回 区レベルの課題整理・取組状況等の報告

市地域ケア推進会議 市 年2回 市レベルの課題整理・取組状況等の報告
政策形成機能

（１）川崎市の地域ケア会議の構成（※下表には相談支援・ケアマネジメント会議を省略。）

（２）令和４年度地域ケア会議報告書（該当部分を要約）

• 本市の個別ケア会議では、主に支援困難ケースを取り扱うケースが多いため、支援困難ケースを取り扱う個別ケア会議
においては、個別の課題解決を通じて、支援体制や関係機関連携に関する課題等を把握する機能を期待。（例：麻生区
が実施する高齢者支援カンファレンス）

• さらに、地域課題や自立を支援する要因等を把握するためには、緊急性の高い事例だけではなく、緊急性に関わらず普
遍的な要素の多い事例等を取り上げる仕組みも必要。（例：要支援高齢者等の介護予防・重度化防止モデル事業）

• また、地域マネジメントの機能の一部として、地域ケア会議（特に個別ケア会議）の地域課題把握、政策形成機能を強化
するために、市が主催する個別ケア会議を新たに設ける等、政策担当者の参加の機会及び具体的事例への理解を継
続的に担保していく仕組みが必要。
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４ 地域ケア会議の効果的な活用

（４）スケジュール

令和５年２月 地域ケア会議活用の方向性について市地域包括支援センター運営協議会に報告

令和５年２月～ 「介護予防・重度化防止」「居住支援」等のテーマで試行実施

令和５年４月～ 第９期かわさきいきいき長寿プラン策定作業に反映

（３）市レベルの個別ケア会議実施イメージ

① 事務局
健康福祉局地域包括ケア推進室専門支援担当

総合リハビリテーション推進センター企画・連携推進課

② 市レベルの地域ケア会議参加者（案）
地域ケア推進会議ワーキンググループ委員（学識者、実践者、行政職員）

＋テーマに応じた関係者

③ 実施の流れ（案）
テーマ選定（市課題整理シートから設定）

⇒ 選定したテーマに関わる現状把握、事例抽出（区・包括から提出される個別ケア会議の事例等から選定）

⇒ 事務局・庁内関係課によるプレ整理（テーマに応じてメンバーを選定）

⇒ 市レベルの地域ケア会議における事例の検証・課題抽出（地域ケア推進会議ワーキンググループを活用）

⇒ 市地域ケア推進会議（市地域包括支援センター運営協議会）に報告
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４ 地域ケア会議の効果的な活用

普遍的な事例を用いた地域課題抽出（介護予防・日常生活支援総合事業）

要支援高齢者等を対象とした介護予防・重度化防止の取り組みについて、事例ベースで効果検証や課題抽出を実施。

地域包括ケアシステム

連絡協議会

地域包括ケアシステム

連絡協議会ＷＧ

地域ケア推進会議
(地域包括支援センター運営協議会)

地域ケア推進会議

ＷＧ

事務局・関係課によるプレ整理（庁内ＷＧ）

事例の抽出・選定

（要支援高齢者等の介護予防・重度化防止モデル事業の対象事例 等）

報告・検証

調査・審議

協議結果の共有

報告・協議

地域ケア会議を活用した場合の連携イメージ（案）
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４ 地域ケア会議の効果的な活用

他分野との連携イメージ（例：居住支援）

居住支援については居住支援協議会と連携し、保健福祉・住宅の双方の視点から課題解決を模索。

居住支援協議会

専門部会

地域ケア推進会議
(地域包括支援センター運営協議会)

地域ケア推進会議

ＷＧ

事務局・関係課によるプレ整理（庁内ＷＧ）

事例の抽出・選定

（個別ケア会議報告事例・すまいの相談窓口対応事例等）

報告・検証

調査・審議

協議結果の共有

報告・協議

地域ケア会議を活用した場合の連携イメージ（案）

報告・検証
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【市レベル】
⑤相談支援・ケアマネジメント連絡会議
⑥相談支援・ケアマネジメントＷＧ

【区レベル】
④相談支援・ケアマネジメント推進委員会

【地域包括支援センター】
③相談支援・ケアマネジメント調整会議

市地域包括支援センター運営協議会
⑧（兼 市地域ケア推進会議）

区地域包括支援センター運営協議会
⑦（兼 区地域ケア推進会議）

地域課題を踏まえた
効果的な事業計画の策定

②地域ケア圏域会議
地域包括支援（相談支援）
ネットワークの構築

個別ケースの積み上げによる地域の現状把握と課題抽出

介護予防
ケアマネジメント業務

包括的・継続的
ケアマネジメント支援業務

支援拒否閉じこもり 認知症 権利擁護 家族関係
ご近所
トラブル

経済問題 健康不安
等

総合相談支援業務

地域包括支援センター

地域のケアマネジメント
機能強化

相談支援・ケアマネジメント会議

権利擁護業務

① 個別ケア会議 個別課題解決
個別ケアマネジメント支援
地域課題（環境因子）の気づき等

生活課題

⑥地域ケア推進会議ＷＧ
※相談支援・ケアマネジメントＷＧと一体開催

市レベルの取組課題整理
（政策形成機能）

地域包括支援センター事業計画、
地域ケア会議等の情報整理等（市
地域ケア推進会議での検討用資料
の取りまとめ）

地域包括支援センター運営協議会と地域ケア会議の体系

【参考】川崎市の地域ケア会議体系（ Ｒ4年度版）
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【参考】令和４年度川崎市地域ケア会議報告書概要版

大項目 小項目 主な課題・論点 これまでの対応状況等

地域包括支援セ
ンターの運営等
に関すること

センターの組
織運営体制等

支援ニーズの増加等に対応した適切な相談機能の維持
高齢者人口に対応した３職種の配置(P4)
将来的な高齢者人口増加を見据えた長期的な視点での
体制整備の検討、公営住宅等で局地的に増加する支援
ニーズへの対応(P4)
地域包括支援センターの職員の定着率向上(P7)

職員配置基準の見直し等による体制強化
→ 20223職種配置数：2019年度171人 年度182人

職員定着率の向上に向けた取組
→ 2022経験1年未満の職員比率：2019年度18.8％ 年度

15.8％

センターの個
別業務等

適切な研修の実施及び各業務の改善・平準化

センター職員が必要とするスキル等を取得するための体
系的な研修等の実施(P10)
区役所・センターごとにばらつきのある業務の改善・平準
化(P12)

地域包括支援センター職員のキャリアラダー
の取りまとめ
権利擁護業務における判断基準の平準化の
取組（リスクアセスメントシートの改定及び研修
実施等）

法第５条第３項
に規定する施策
の包括的な推進
に関すること

介護予防・日
常生活支援総
合事業関係

要支援者等を対象とした効果的な支援モデルへの見直し

主に要支援者を対象とした介護予防・重度化防止の取組
の強化に向けた介護予防・日常生活支援総合事業の見
直し(P14)

地域リハビリテーション支援拠点の設置
介護事業所への生活支援コーディネーターの
配置
介護予防・日常生活支援総合事業の見直しに
向けた検討の開始

包括的支援事
業関係

事業間連携の強化

関係事業間の連携強化（地域包括支援センター事業、医
療・介護連携推進事業、認知症総合支援事業、生活支援
体制整備事業、地域ケア会議推進事業）(P15)

自立した日常生活の支援（全般）
ケアマネジメント機能の強化(P18)
複合的な課題を抱えた相談への対応に向けた関係機関
連携の円滑化(P21)
地域ケア会議の効果的な活用(P23)

地域包括支援センター事業計画等の情報を活
用した取組課題整理

相談支援・ケアマネジメント会議の設置
地域ケアコーディネーターの配置と支援困難
ケース等への支援の実施
地域ケア会議の運用の見直し

→ 2021個別ケア会議の開催回数：2020年度41件 年度250件

その他地域包
括ケアの推進
に関する事項

多様な主体との連携(P26)
他分野の施策との連携強化（コミュニティ政策、住宅政策、
交通政策等）(P26)

地域包括ケアシステム連絡協議会WGの設置
による民間企業等との連携

○ 主な課題・論点 ( )内のページ数は資料4の報告書本体に対応
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